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神奈川県は16日、太陽光発電設備や蓄電池などを一括で制御する「仮想発電所（VPP）」形成のための事業者として、東京電力エナジーパートナー（EP）を選定したと発表した。今後、東電EPは電力需給が逼迫した際に発電設備や蓄電池などから電力を供給できる企業を募集する。県は県内でのVPP形成を支援し、電力需給バランスの調整に役立てる。

VPPは企業などが持つ太陽光発電や蓄電池、電気自動車などを1つの発電所のように機能させる仕組み。あるゆるモノがネットにつながるIoTを活用してネットワーク化し、遠隔制御する。

あらかじめ参加する企業を「電力需要家」として集めておき、電力使用量などが把握できるスマートメーターのような機器を設置する。電力が不足した時には、決められたルールに従って企業は余剰電力を供給し、報酬を受け取る。

県は東電EPに対して補助金で支援し、VPPの早期形成を目指す。今年度は20社程度の参加を想定し、今後5年間で175社に増やすことを目標としている。




